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2012年　京都大学医学部医学科卒。初期研修時に生きるとは、幸せとは何かという問いを持つ。淡路島で

救急医として従事後、文化や生活から病や老いをみる京都大学フィールド医学教室に大学院生として入

学。ブータンの東の村での診療所経験から、世代間継承に関心を持つ。コロナ禍のため渡航できない間

に、地域包括ケアシステムを担う地域包括支援センターでの高齢者見守り、地域ケア会議に参加。現在の

高齢化社会、全世代型に移行する地域共生社会に向けて、その後の人口減少においても地域包括支援セン

ターが、マネジメント、アウトリーチにもキーになると考え、今回の政策立案に至る。救急診療、行政と

のACP普及活動、ブータンJICA草の根プロジェクトに従事している。
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PROFILE

高齢化社会において、多様化する生活様式、ニーズに総合相談窓口として地域包括支援センターが対応し

ている。そのセンターにおいて、事務作業と困難事例対応が大きな課題である。


困難事例に対する best practices を地域包括支援センター間で共有・活用するための platform を構築す

るための政策、その  platform に集積した困難事例の分析を元にそれらの支援を進めていくための政策へ

つなげる platform を形成する。

要旨

医療機器、感染症対策、安定供給、海外調達、国産化、備蓄、製造所登録、特定感染症対策医療機器
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地域包括支援センターの持続的な成長戦略　


支援側を支援するプラットフォーム形成

医療機器 感染症対策

1. 背景課題

37

　 介 護 需 要 は 今 後 も 拡 大 し 、 求 め ら れ る 介 護 の 在 り 方 も 多 様 化 が 見 込 ま れ る 。 高 齢 者 は 、 消 費 と い う 面 で は

「消費者見守りネットワーク」が構築され 、健康という面では「地域包括ケアシステム」が構築され見守られて

い る 。 ど ち ら に 対 しても、 行 政 に 近 い 立 場 と して、 3職 種 配 置 さ れ 、 中 学 校 区 単 位 で 直 接 的 、 間 接 的 に も 困 り ご

とを受け入れ 、対応しているのが地域包括支援センターと民生委員である。その中でも、厚生労働白書に記載さ

れて い る よ う に、 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー は 全 世 代 型 の 共 生 社 会 へ 移 行 の 際 に、 中 心 的 な 役 割 を 果 た す こ と とな っ

て い る   。 高 齢 者 を 対 象 と して い る 今 、 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー が 抱 えて い る 課 題 を 全 世 代 型 に 移 行 さ せ な い 取 り

組みが必要である。

2

※地域包括支援センターとは

1.1 高齢化社会

2025年（3年後）団塊の世代が75歳以上となる 


75歳以上の高齢者が人口の18.1%（5.5人に1人）


高齢者のみの世帯が4分の１


高齢者の4人に1人は認知症または予備軍


自身や家族が介護が必要になったとき、自宅での介護を希望70%


高齢者のみの世帯が高齢者のいる世帯の20% 1

2006年改正介 護保険法施行 に より、 地 域 包 括 ケ アシ ス テム の拠点と して、市町村に設置 さ れ た 。市町村
が設置主体とな り、 社 会福祉士、保健師、主任介 護 支 援専門員 の３職 種 のチーム アプローチに よ り住民

の 健 康 の保持及び生活の安定の た め に 必 要 な 援助を 行 う こ と に より、保健・医療の向上及び福祉の増進
を包括的に支援することを目的とした施設と規定されている。 (認知症plus地域共生社会　p37)
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　 職 員 自 身 は 高 齢 者 に 寄 り 添 い た い 、 地 域 と 顔 を み える 関 係 づ く り を し た い と 入 職 しても、 日 々 の 業 務 に 追 われ

て い る 状 況 に あ る 。 寄 り 添 い た い と 思 って 環 境 づ く り を し よ う と して い る 人 た ち が 増 え 続 け る 業 務 負 担 に より、

個人に寄り添う余裕ができず、環境構築できないことは、高齢者を取り巻く地域が得られる利益を受けられない

損益となっている。


地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー が 抱 えて い る 課 題 と して、 事 務 作 業 と 困 難 事 例 の 対 応 と 大 き く 2つ あ る 。 運 営 課 題 の 対 応

として以下が挙げられている。


「①	ケアプラン作成の負担軽減の工夫」 「②外部委託の推進」


「②	介護予防支援等専任職員（介護支援専門員等）の配置」 「④業務分担等の工夫」


「⑤事務職員の配置」「⑥基幹型、機能強化型、ブランチ、サブセンター等による支援」


老 人 保 健 健 康 推 進 等 事 業 の 中 で 実 際 に 調 査 さ れ   、 そ こ か ら 今 後 セ ン タ ー 内 の 業 務 量 の 負 担 を 減 らす 環 境 が 改 善

したとしても、抱えている困難事例を対応するセンター自体の困難さはあまり議論されていない。

3

1.2 地域包括支援センターの現状

共通的支援基盤構築：地域に，総合的，重層的なサービスネットワークを構築すること

総 合 相 談 支 援 ・ 権 利 擁 護 ： 高 齢 者 の 相 談 を 総 合 的 に 受 け 止 め る と と も に， 訪 問 して 実 態 を 把 握

し，必要なサービスに繫ぐこと。虐待の防止など高齢者の権利擁護に努めること 

包 括 的 ・ 継 続 的 ケ ア マ ネ ジ メ ン ト 支 援 ： 高 齢 者 に 対 し ， 包 括 的 か つ 継 続 的 な サ ー ビ ス が 供 給 さ れ

るよう，地域の多様な社会資源を活用したケアマネジメント体制の構築を支援すること 

介 護 予 防 ケ ア マ ネ ジ メ ン ト ： 介 護 予 防 事 業 ， 新 た な 予 防 給 付 が 効 果 的 か つ 効 率 的 に 提 供 さ れ る よ

う，適切なケアマネジメントを行うこと

1

2

3

4

４つの基本機能 

※困難事例とは

困 難 事 例 と は 、 「 介 護 支 援 専 門 員 が 困 難 を 感 じ る こ と が 多 い 事 例 」 と い う 意 味 で 用 い ら れて い る 。 厚 生

労 働 省 通 知 の 中 で は 「 支 援 困 難 ケ ース 」 と い う 表 現 が 用 い ら れて い る 。 困 難 事 例 と い う 介 護 保 険 制 度 の

み で は 対 応 で き な い ケ ース の 増 加 が、 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー 創 設 の 背 景 に 存 在 し た との 指 摘 も   あ り、 地

域包括支援センターが役割を負っている。

3
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想定備蓄量

抱え込まざるを得ない現状図１

　ケースワークの現場では，生活課題が複合的に存在し，法律で定められた対応では対処しきれないために，現

場の地域包括支援センター職員の“機転”によって解決される場面も少なくない。そのため，「困難事例の対応」

は ， 簡 単 に マ ニ ュアル 化 で き な い ， 常 に “例 外 対 応 ”とな ら ざ る を 得 な い   。 大 田 区 の 「 み ま ー も  」 や ブ ラ ン チ、

サ ブ セ ン タ ー が、 早 期 発 見 、 そ して 機 能 強 化 型 に つ いて 名 張 市   が、 困 難 を 抱 え た セ ン タ ー を サ ポ ー ト す る 仕 組

みをとっているが、現状、他地域ですぐに構築することは難しい。

5 6

7

1.2.1 困難事例への課題

1.2.2 困難事例における関係部署の声

①	地域包括支援センター

事例集が文字ば かりで読む気にならない。検索可能や見やすいものがあれば。


そもそも地域資源が地域ごとに違うから、他地域の事例は参考になるのか


全国共通の社会制度の活用例を知りたい 


他人に弱みを見せずに隠す住人も。本人の希望なしにサービスに繋げられない。 


困ったら、以前の先輩や月1回の専門職会議の休憩中に相談している。 

ネット

ワ ー ク

ネット

ワ ー ク

ネット

ワ ー ク

生活動線での見守り ワンストップ対応

困難事例の抱え込み

要）業務改善より手付かずの

困難事例への対応

負荷：電話対応、事務、

介護予防支援

・事務（事務員採用）

・作業効率（業務見直し、AI）

・軽/中重度割合指導

・委託連携加算

連携したい

アウトリーチしたい

見通しの立たない

グレーゾーンを

受け入れない

予防支援の単価が

安く他の事業所が

やりたがらない

ひどくなる前に発見し

対応できれば

虐待：プライバシー度が

高い

地域包括支援センター

対応先に振り分け

ケース
総合相談窓口

専門的助言

例：みまーも

センター内

事業所へ
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②	区役所　健康福祉課

③	府庁　高齢支援課

④	在宅介護支援センター協議会

事例集が文字ばかりで読み込めない


健康福祉課は、コロナ対応で健康づくりまで対応できない


地域ケア会議の内容が上がってこず、ニーズがわからない。


センターの三専門職が求められる各個別力が対応力を決めている

個別事例も知りたいが、上がってこない


市町村に任せている


お金のかからない、研修サービスは提供している

事例集は配布している


対応力は事例を知っているほど上がる


Yahoo知恵袋のようなセンターを支援する相談チャットを開きたい


協議会に入会しないセンターも、市町村のグループには属し繋がりたい


事例を行政に伝える機会がない。個別ケースではなく、まとめるように言われる

　センターの専門職代表として自分の経験から、そして先輩に相談して解決を図っているが、行政に相談したと

しても、個別ケースを相談されてもと対応なく、義務もないため個別事例は報告しない。地域資源が異なる地域

の事例は参考にできるのか懐疑的なセンター側は、読みにくい事例集は参考にしてはいないが、社会制度をその

他のセンターがどのように活用しているのか参考にしたいと思っている。


行政側は個別事例を知りたくもあるが、センターから報告されない。センター内で対応していることがベストな

のか疑問を持っている。
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2.	あるべき姿
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　健康寿命を延ばすよう、認知症やフレイルを早期発見し、介護予防支援につなげる努力がされている。平均寿

命が上昇し、健康寿命が上昇しても、その差は大きく縮まってはいない。年齢を経るにつれて、認知症を含め、

疾病に罹患するのは自然なことである。健康寿命が尽きても、手段として医療や介護を利用しながら、どのよう

に生きるか。健康寿命を延ばすことも大切だが、一般的に健康でないという状態であっても、健康であったとし

ても、生きてきたまま生活できる世の中をどのように作っていくか、本人の意向に寄り添いながら見つけていく

ことが重要になってくる。サポートする側が意向を話せる関係を築くこと、想いは何か聞く側の余裕を持つこ

と、意向を実際に実現する手立てをもつことが必要になる。そのため、今回はサポートする側に視点をあてる。





　サポートする側のあるべき未来として、地域の話を聴いて、地域に寄り添っていきたいという想いで働かれて

いるサポートする方々が離職したいと思うまで疲弊することなく、やりがいを持って働けることである。


　地域をサポートするセンター側が個別サポートしやすいように気軽に相談できる環境をつくり、相談された個

別事例を全体の経験値として集約して他のセンターでも参考に支援の質を底上げするとともに、行政の政策立案

や社会課題解決につなげる。1ケース1ケース真剣に向き合っているセンターのケーススタディを無駄にせず活用

できるものに変換できるような仕組みを作る。



　今回は、本人の意向に寄り添いながら環境構築に取り組まれている方々、特に地域包括支援センターを政策で

応援できないか思索する。
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3. 対応の方向性
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　 医 療 に お いては 、 困 難 ケ ース に 対 して、 ガ イ ド ラ イ ン 参 照 、 先 輩 に 聞 き な が ら も、 先 輩 が 文 献 検 索 を 行 って い

る 背 中 を 見 て い る 。 レ ビ ュ ー が な け れ ば 、 ケ ース レ ポ ー ト を 参 照 して い る 。 そ の 伝 統 が セ ン タ ー に は な いよ う に

感 じ る 。 厚 労 省 の 方 に も、 「 ケ ース ス タ ディ を 無 駄 に して い る 現 実 が あ る 」 と い う の は 、 DX推 進 に お いても 重

要なテーマとご助言いただいた。そのため、まずは検索しやすく、見やすい事例集のプロトタイプを作りたいと

考えている。



　全国で報告されている既存の事例集を集約し、検索しやすい状態に する。類似例は抽象化し、引用しやすい形

に変換する。


　 困 難 事 例 に は 、 個 人 的 要 因 、 社 会 的 要 因 、 不 適 切 な 対 応 に よる も の と 3つ の 発 生 要 因 が あ る と と も に、 特 に 多

い と 思 われ る 困 難 事 例 は ， 「 本 人 や 家 族 に 精 神 障 害 や 知 的 障 害 が あ る 」 62.8％ ， 「 収 入 が 少 な く 生 活 に 支 障 が

あ る な ど の 経 済 的 困 難 」 46.5％ ， 「 虐 待 」 42.4％ と 集 約 で きる   。 個 別 事 例 で は あ る が、 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー

が 同 じ よ う に 困 難 事 例 と 感 じ る 共 通 項 が み ら れ 、 参 考 に で きる と 考 える 。 次 にそ れ ぞ れ 地 域 ケ ア 会 議 で 議 題 に 上

がった困難事例を、要因別に登録し、掲載する。

7

　 全 国 地 域 包 括 ・ 在 宅 介 護 支 援 セ ン タ ー 協 議 会    が す で に 組 織 さ れて い る が、 相 談 機 関 と して 機 能 して い な い 。

京 都 府 内 で は セ ン タ ー の 半 数 が す で に 会 員 とな ってお り、 協 議 会 側 も 相 談 機 能 の 追 加 を 目 指 してお り、 横 の つ な

がりで相談できるコミュニティ形成を目指す。


相談したい内容をコミュニティ内に共有し、以前に対応した経験値をもつセンターがコメントする。

次に経験値の共有に向けて、手段として相談先を確保し、その実装方法、懸念点、資金運営について述べる。

3.1 経験値の共有

3.2 相談先

参考事例

参考事例

認知症ナレッジライブラリー　※特定できないようプライバシーが保たれる

オンライン市役所　※困難事例の関連部署のみが利用可能

ミラサポplus　※経産省が運営
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簡単なサービスの流れを以下に示す。

　今回のプラットフォームの懸念点としては、個人情報の流出、回答内容の質の担保、ユーザーの使いやすさが

挙 げ ら れ る 。 そ れ ぞ れ 、 対 策 と して、 個 人 情 報 に 関 して は 、 特 定 で き る 個 人 情 報 を 掲 載 し な い 、 ロ グ の 一 時 保

存 、 質 の 担 保 に 関 しては 、 回 答 へ の 評 価 、 イ ン セ ン ティ ブ を 検 討 す る 。 ま た 、 使 い や す さ に つ いては 、 利 用 アン

ケート、それを元に繰り返しアップデートすることを考える。

対応策懸念点

・得てできる個人情報を掲載しない

・ログの一時保存

・解答への評価

・インセンティブ

・利用アンケート

・アップデート

個人情報の流出

回答内容の質

使いにくい

懸念点 / 対応策図２

　 行 政 側 と しては 、 ナ レ ッ ジ ラ イ ブ ラ リ ー 様 の 蓄 積 と Ｑ ＆ Ａ の 蓄 積 を 可 視 化 す る こ とで、 より 政 策 に 結 び 付 け る

機 運 を 高 め る こ と が で きる 。 そ して、 より 匿 名 化 し 、 社 会 課 題 と して、 民 間 企 業 の シ ーズ に 結 び 付 け、 現 在 、 未

来 の イ ンフ ォ ー マ ル な サ ー ビ ス に つ な げ る こ と が で き る 。 ま た 、 評 価 と して、 困 難 事 例 の 出 現 頻 度 を 算 出 し 、

ニーズ対応に必要な人的資源の配置基準を科学的に算出することにも活用できる    。
1 3

困難事例から検索ワードを打ち込む

個別ケースの集約による地域課題の可視化することができ、それをもとに

合致するケーススタディと社会制度の利用方法を得る

それをもとに政策立案へむかう

参考になった度合いを評価

追加で質問あれば、相談内容を打ち込みフィードバックしあう

以上を踏まえ、地域ケア会議で話し合ったケースを投稿する

1

1

2

2

3

4

5

3.3 サービスの流れ

3.4 懸念点

地域包括支援センター側

行政側
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4. 実装に向けて
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　 現 在 、 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー を 支 援 して い る の が、 在 宅 介 護 支 援 セ ン タ ー 協 議 会 であ る 。 そ の 協 議 会 側 に とっ

ても、 サ ポ ー ト を 行 える こ とで 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー の 入 会 継 続 、 新 規 入 会 を 期 待 して い る 。 そ の た め 、 既 存 の

在宅介護支援センター協議会がプラットフォーム運営に適していると考える。

主体として、全国地域包括・在宅介護支援センター協議会が行う。

調達方法について以下が考えられる。　

既存の事例集を検索しやすい形で提示するHPを作成する

モ デ ル 都 市 を 設 定 し 、 個 の 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー を 既 存 の SNSに てま ず は ネ ッ ト ワ ー ク 形 成 す

る。


選択：同都道府県の2市町村を選択。できればクラスターランダム化比較試験を実施

困りごとを共有した際に、このグループが機能するのか検証する。


検討中：相談インセンティブや回答インセンティブ

相談された困りごとの事例集を追記する。


目標：初月3件、次月10件、初年100件、全国展開で5000か所×6回×1/5＝6000件 

よりプライベートな情報を省いた事例を社会課題として提示する。

地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー 、 行 政 の フ ィ ー ド バ ッ ク を 反 映 さ せ る 。 運 営 す る 中 で、 既 存 の プ ラ ッ ト

フォームに課題が見られれば、プラットフォーム作成を検討する。

利用しやすいものであれば、全国展開を図る

休職中の看護師、介護福祉士をケースレポート作成に登用する

政令指定都市、都道府県に調査事業として提案し、調査委託費を運営資金とする。

1

2

3

4

6

5

7

8

4.1 運営

4.2 段取り

4.3 資金

調査事業としての調査委託費
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SIBと い う 、 イ ギ リ ス で は じ まっ た 官 民 連 携 に よる 社 会 課 題 解 決 の ス キ ーム が あ り、 地 方 自 治 体 が 抱 えて い

る 社 会 課 題 を 民 間 に 事 業 を 委 託 す る 際 に 活 用 す る 成 果 連 動 型 民 間 委 託 契 約 方 式 に 投 資 を 組 み 合 わ せ た も の で

ある。イギリスでは、孤独の軽減を指標としたSIBを行っており、その評価方法を引用する  。

実装に向けた研究として科研費を申請して取得する。

運営が軌道に乗れば、センター協議会の組合費にて運営を自走する。

調査事業としての調査委託費

科研費

協議会組合費

マイルストーン図3

① 調査事業委託

● 予算規模

▶ ︎初年度：580万円

◯ HP・人件費：40万円 x 12ヶ月

◯ システム作成：100万円

② 企業の協賛金

③ 協議会参加費

モデル：京都市

主体として、全国地域包括・在宅介護支援センター協議会が行う。

HP作成費用、既存の事例集を吟味して掲載する人件費の補助

初期に事例を報告する地域包括支援センターへのインセンティブ支給の補助

相談に回答した事業所へのインセンティブ支給の補助

その後、協議会もしくは組織化した組合の年会費から回答した事業所へ支給する 

1

2

3

4

プラットフォームの使用者である、地域包括支援センター職員のプラットフォームの使用時、とともに、勤務環

境の変化について聴取する。具体的には以下で評価する。

HPの閲覧数、利用による満足度


相談回数、相談のしやすさ、サポート回答の満足度


センター職員ソーシャルサポート、離職希望の割合 

4.4 評価
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5. 今後の展開

6. まとめ
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　このプラットフォームを利用した情報提供・共有、人材交流につなげていく。さらに、事例の活用としては、

政 策 の ほ か に、 大 学 で の 研 究 、 そ して、 社 会 の ニ ーズ を ビ ジ ネ ス へ 展 開 す る こ と も 視 野 に 入 れて い る 。 次 の 展 開

の 出 発 点 とな り、 行 政 に 近 い 立 場 で 個 別 介 入 、 地 域 マ ネ ジ メ ン ト で きる 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー を 再 認 識 す る きっ

か け に も な り、 魅 力 を 感 じ た 人 材 が 集 ま る 可 能 性 も 秘 め て い る と 考 える 。 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー がより 地 域 だ け

で な く 、 国 の ニ ーズ 集 積 、 実 践 の 拠 点 とな り、 さ ら に は 高 齢 社 会 先 進 国 であ る 日 本 の ニ ーズ や 実 践 の 発 信 は 世 界

にとっても重要になっていくであろう。

　悩み事 をワンス ト ッ プ で対応す る 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー はシステム上、 重 要 な位置に あ る が、 集 まってくる悩

み事 が困難事 例 であ ればあ る ほど、彼ら は抱え込まざる を得な い状況に な って い る 。対応策 においても、彼ら の

気力や経験則で成り立っている部分が大きく、今後、全世代型に拡大したときに継続できるのか心配される。そ

のため、支援する側の地域包括支援センターが苦慮する困難事例へお互いが協力し、集約することで個をベース

とした社会変革可能なプラットフォーム形成を、実証、継続、拡充できるように、全国地域包括・在宅介護支援

セ ン タ ー協議会 が主体とな り、産官学 が連携して 実装して い く 。 そ して、 こ の 実装を他地 域 で 共 有 し 、 さ ら に は

国を越えて共有していくことが次世代につながるシステムだと考える目指す。
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ある地域包括支援センター

ある区の健康福祉課

ある地域包括在宅介護支援センター協議会

　介護予防支援に時間が多く割かれるが、地域課題につながる機会でもあり、ワンストップは楽しさも

ある。


　今は虐待事例が増えていたり、短期間で成果を上げられないグレーゾーンの方を行政が引き継いでく

れず、センターが抱えてしまっている。


　認知症で客観的には生活が困っていそうだが、本人は「サービスは必要ない」と嫌悪的で、一歩踏み

込めない。


　社会福祉士が欠員している。募集をかけても応募がない。事務員を雇うことにした。


　本当は、地域づくりがしたい。それが地域包括支援センターの醍醐味だと考えている。そのために地

域と顔見知りになり、地域を耕す時間が欲しい。

 	専 門 家 運 営会議を行い、センターと顔の見える関 係は作っている。高 齢 者虐待の緊 急 性の判 断など、
課内で検討している。

 	地域ケ ア会議の内 容はセンターから区 へ上がってこない。市と直 接センターがつながっている。区が
区 内の課題をみつけ、解 決 策を示して市に報 告している。  （例： 単 身 高 齢 者のフレイ ルに対して、早
期発見、適切に対応する） 

 	健 康福祉課が担っており、予防と感 染症対応が同 じ課である。コ ロ ナ 対 策、虐待、緊 急 対応の優 先 度
から落ち、すぐに成果が表れない健康づくりに手が回せない。

 	地域包括支援センターの専 門 職の対応力がそのままセンターの対応力になっている。知り合いに聞く
のも早くていいが、使えるものがあれば、見落としがないよう一度調べて底上げを図ってほしい。

　現場から、人員不足、困難事例の対応、ヤングケアラーの問題が挙がっている。

 	行政に困難事例を伝えようとしても、一個一個言われても纏めていってよと、伝える機会がない。

 	会員用 ホーム ページがあるが、そこに相 談ができるチ ャットを作りたいが、予算がない。地域包括支
援センターは横でつながりたいと思っているが、会員になるメリットを提供できていない。
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みまーも代表　澤登さん

みまーも副代表　町さん

元老健局総務課の方

 	 	1セ ン タ ー あ た り 500件 /月 の 相 談 が 寄 せ ら れ 、 目 の 前 の 相 談 業 務 に も 忙 殺 さ れて い る が、 窓 口 ま で 届

か な い 困 り ご と が 多 く あ る こ と に 危 機 感 を 持 っ た 。 事 務 局 は 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー が 担 って い る が、 運

営 は 協 賛 企 業 が 行 って い る 。 月 1回 の 定 例 会 で、 企 業 と ミ ー ティ ン グ す る と と も に、 住 民 に む け て 講 演

を 行 って い る 。 不 動 産 業 者 か ら あ い さ つ 回 り を 行 い 、 あ と は 口 コ ミ で 協 賛 企 業 が 広 が っ た 。 セ ン タ ー 職

員 自 身 も、 地 域 参 加 す る こ とで 達 成 感 を 持 つ こ と が で き、 さ ら に セ ン タ ー を 運 営 す る 法 人 の 理 解 が あ

り、地域参加が人事評価につながっている。

 	薬 局 を 運 営 してお り、 地 域 に ア ウ ト リ ー チ し た い と 思 って い た と こ ろ 、 澤 登 さ ん と 知 り 合 って、 地 域

包 括 支 援 セ ン タ ー か ら 地 域 活動 を勉 強す る た め みま ー も に 参 加した 。薬局 で認 知 症 が疑 われ る方を セ ン

タ ー に 繋 げ る こ と が で き た 。 ま た 、 講 演 す る こ とで、 薬 局 で 服 薬 指 導 して い た こ と が、 実 際 に は 患 者 さ

ん に 理 解 さ れて い な か っ た こ と が わ か り、 日 常 業 務 の 振 り 返 り が で き て い る 。 さ ら に、 他 の 薬 局 や 配 食

サービ ス 会社とお 互 い の 強 み を生かして連 携 が取れ る よ う に な っ た 。 健 康 において 薬 だ け で は な く 食事

が 大 事 だ と 感 じ 、 週 1回 地 域 の ご 婦 人 方 と 管 理 栄 養 士 で レ ス ト ラ ン を 運 営 す る よ う に な っ た 。 役 割 を

持 っ た 住 民 が 、 自 分 の 体 の 異 変 に 気 付 き、 病 院 受 診 で き た 事 例 が あ る 。 一 方 で 薬 局 が あ る 地 域 で も み

ま ー も を 立 ち 上 げ た が、 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー が 運 営 に 入 って い な い か ら な の か、 コ アメ ン バ ー 数 社 し

か 残 って い な い 。 収 益 は 得 て い な い が、 理 念 に 共 鳴 してく れ る 人 が いて、 ま た 、 社 会 的 意 義 を 感 じ る こ

とで継続できている。

 	内容的には、ご指摘の通りだと感じます。 

 	た だ、 困難事 例 の蓄積の み を 前面に出す と、「既に や って い る」、「知識だ け で は対応で き な い」と

いった外部の意見がストッパーになりそう。 

 	個人 的 に は 、①自治体 の庁内連 携 、②支 援 者間の 連 携 、③地 域 と の 連 携 と い っ た 分野横断的 か つ 包 括

的な体制整備があってこそ、知識や経験の集積が活かせると考えている。 

 	ま た 、 地 域性に よる差が 大 き い こ と か ら全国一律のマニュアル化は難し い も の の 、 支 援 に 困難さ を抱
える 事 例 に つ いて の 分析や 分類に基づく対応手法（制度、独自 事 業 、 民間サービ ス 、 地 域 活動等）やそ
の必要性に関する議論が「地域の実情に応じて行える」ための準備が最も重要だと思う。 

 	な お 、「ケース ス タディ を無駄に して い る現実 が あ る」と い う の は 、DX推進に お いても重要な テ ーマ
で も あ る 。  運 営 母 体 に つ いては 、 厚 生 労働省 の 「 地 域 包 括 ケ ア 見える 化シ ス テム」 を 活 用 す る 手 も あ

るかと思うが、改修費用と効果をうまく天秤にかけなけれならない。現実的には、全国包括協がいいの

かもしれないが、財源的には非常に厳しいと思われる。 

Policy makers lab Journal,  vol.2
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